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脱炭素化に向けた技術開発実証と
社会実装の取組み
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環境省 ٿ環境局ٿ温ஆԽରࡦ՝ 
ٿ温ஆԽରࡦ事業ࣨ

１ɽはじめに

2015年のCOP21において、2020年以降の
気候変動対策について、すべてのక約国が
参加する公ฏかつ実効的な法的組みであ
る「パリ協定」が採された。

その後、気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）は、2018年10月に、ੈ界全体の気
温上ঢが1.5℃を大きくえないためには、
2050年前後のCO2排出量が正ຯθロとなる
ことが必要との見解を示す『1.5℃特別報
告書』を公表した。

この報告書が国際社会に༩えた影響は大
きく、それ以降、2050年カーボンニュート
ラルを目指すことをએݴする国が相次い
だ。日本も、2020年10月の総理所৴表明ԋ
説において、2050年カーボンニュートラル、
脱炭素社会の実現を目指すことをએݴし
た。2021年６月に公布された改正地球温暖
化対策推進法により、国の政策の継続性・
予見可能性を高め、各主体の取組とイノ
ベーションを加する観点から、「2050年
までの脱炭素社会の実現」が基本理念とし
て同法に位置づけられた。

さらに、2050年カーボンニュートラルએ
と整合的な中期目標として、2030年度にݴ
おいて温室効果ガスの2013年度ൺ46％削減

を目指すこと、さらに50％の高みに向けて
挑戦を続けることを表明した。この目標の
実現に向けた対策・施策について、地球温
暖化対策計画やエネルギー基本計画が2021
年10月22日に閣議決定された。

2050年カーボンニュートラルに向けて、
現時点で考えಘる取組み、これを౿まえた
環境省等の脱炭素化に向けた技術開発実証
と社会実装の取組みをご紹介したい。

２ɽ ����カʔϘϯχュʔτラル
にํ͚ͨ策

2050年のカーボンニュートラルに向けて
は、技術的・経済的な不確実性が高いこと
から、確定的な方策の見通しはないが、参
考となる資料としては、IE"（国際エネル
ギー機関）が2021年５月に公表した『Net 
;ero CZ 2050ɿ" 3oadmaQ for tIe GloCal 
EnerHZ SeDtor』がある（ਤ１）。
　 （IttQT���XXX.iea.orH�reQortT�net�[ero�

CZ�2050）
同報告書では、2050年までのネットθロ

排出シナリオ（Net ;ero EmiTTion CZ 2050 
TDenarioɿN;Eɿੈ界全体のCO2排出量を
2050年までにネットθロとするシナリオで
あり、2050年までのエネルギーध要やエネ
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ルギーϛックスのあり方を提示するシナリ
オ）として、以Լのような内容がまとめら
れている。
 エネルギー効の高い技術（省エネ）、

ध要ଆ機ثの電化（電化）、再エネへの
シフト（再エネ）といった技術の急な
導入は、すべての部門の排出削減に大き
く貢献する。

 2050年までに全発電量の90％ۙくが再エ
ネから発電され、また産業部門と建築部
門における電気以外のエネルギー利用の
約25％を再エネがめるようになる。

 特に排出削減がࠔ難な部門では、水素及
び水素ベースの೩料、バイオエネルギー、
CCUSといった新しい೩料や技術が大き
な役割を果たす。

また、2050年までにエネルギーシステム
をネットθロに移行させるための400以上
のマイルストーンが提示されているが、

表的なものとしては、以Լのようなものが
。げられているܝ
  2021年

「対策なしの新規の石炭Ր力発電所の
建設はঝ認されない」「新規の油田・ガ
ス田の開発ঝ認がなくなる、新規の炭 ・߭
߭山の拡ுがなくなる」

  2025年
「化石೩料ボイラの新規販売のې止」

  2030年
「ීว的なエネルギーアクηス」「新築

建築物をすべてθロカーボン対応に」「ੈ
界の新車販売の60％が電気自動車」「重
工業における新しいクリーン技術の大
が示される」「年間1,020GWの太陽光・
風力設備が増加」「先進国で排出削減対
策なしの石炭がフェードアト」

  2035年
「ほとんどの機ثとྫྷシステムを最

高クラスに」「大型トラックの新車販売

図１　ࡍࠃΤωϧΪーؔػ（*&"）の「/FU ;FSP CZ ����」でのରࡦ
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の50％が電気自動車」「内燃機関搭載車
の新車販売の禁止」「販売されるすべて
の産業用電動モーターは最高クラスにな
る」「先進国ではすべての電源がネット
ゼロ排出」
  2040年
「既存建築物の50％がゼロカーボン対
応に改修される」「航空機での燃料使用
の50％を低炭素燃料に」「重工業におけ
る既存設備の約90％の投資サイクルが終
了する」「ネットゼロ排出の電気が国際
的に」「すべての対策なしの石炭火力と
石油火力発電がフェードアウト」
  2045年
「熱需要の50％がヒートポンプによっ
て満たされる」
  2050年
「85％以上の建築物をゼロカーボン対
応に」「重工業における90％以上の製品
が低排出なものになる」「全世界の発電

量の約70％が太陽光と風力によって供給
される」

̏ɽ ڥলͷૉԽに͚ͨ
ٕज़։ൃ࣮ূͱࣾձ࣮ͷऔΈ

〈２．〉でIEAの『Net Zero by 2050』が
排出削減に大きく貢献するとして記載して
いるものを中心に環境省等の取組みを記載
する。

3.1　省エネ

エネルギー消費量の削減が対策の王道で
あり、基本であることは、不変の原則となる。
環境省では、『革新的な省CO2実現のた

めの部材（GaN）や素材（CNF）の社会実
装・普及展開加速化事業』を実施し、デジ
タル化やEVや家電、電子機器等のパワー
半導体の活用を見据え、次世代半導体（GaN 
on GaN）の開発・実証に向けた取組みを

図 2　GaN活用によるCO2削減効果の概要
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進めている。ซせて、ܰ 量（鋼鉄の約１�５）
かつ高強度（鋼鉄の５倍以上）などの特
を有する২物由来の高機能材料であるηル
ロースナノファイバー（CN'）のී及に
向けた取組みを進めている。

また、『革新的な省CO2型感છ対策技
術等の実用化加のための実証事業』では、
コロナՒ等も౿まえ、安৺・安全な社会を
構築する革新的衛生関連技術として、高出
力なਂࢵ外線LE%や三ີを回ආする高度
なۭ調・換気システム、ཚࡶ性に強く少数
データで学श可能な省エネ型革新的"I等
を用いたデータηンター等におけるエネル
ギー削減の実証等を行っている（ਤ ù）。

社会実装としては、経済産業省や国土交
通省と連ܞし、;E)（θッチ）（ネット・
θロ・エネルギー・ハス）や;E#（θブ）

（ネット・θロ・エネルギー・ビル）のී
及拡大に向けた支援（『建築物等の脱炭素
化・レジリエンス強化促進事業』『ށ建ॅ
ネット・θロ・エネルギー・ハス（;E)）
化等支援事業』『集合ॅの省CO2化促進

事業』）を実施している。

3.2　電化

モビリテΟの電動化、再生可能エネル
ギーと組み合わせたώートϙンプ（ྫྷ暖、
給౬等）の活用等の化石೩料の直೩মか
ら電気を使用するध要ଆ機ثの活用の取組
みである電化がੈ界的に進んでいる。

環境省では、『バッテリー交換式EVと
バッテリーステーション活用による地域貢
献型脱炭素物ྲྀ等構築事業』を実施し、中
小型トラック等地域のであるモビリテΟ
等、各用్に応じた車種に対してバッテ
リー交換式EV化開発・実証支援を行い、
地域の脱炭素化ʷ防ࡂモデルの構築を目指
している。

3.3　再エネ

地域の多༷な主体により、地域資源を活
用してී及を進めることが可能な再生エネ
ルギーの主力化は脱炭素化に向けて取組み
を加化していく必要がある。

図 ３ 　ҬૉϩーυϚοϓ実現のͨΊの支ԉύοέージ
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環境省では、『ු体式洋上風力発電によ
る地域の脱炭素化ビジネス促進事業』『ை
ྲྀ発電による地域の脱炭素化モデル構築事
業』など、地域資源を活用した再生可能エ
ネルギーの社会実装に向けた取組みを進め
ている。

また、再エネී及拡大に向けて、『地域脱
炭素移行・再エネ推進交付金』『地域レジリ
エンス・脱炭素化を同時実現する公共施設
への自立・分ࢄ型エネルギー設備等導入推
進事業』『PP"活用等による地域の再エネ主
力化・レジリエンス強化促進事業』『廃棄物
ॲ理施設を核とした地域循環共生ݍ構築促
進事業』等により、再エネ電力・再エネ
の導入への支援を行っている（ਤ ú）。

3.4　 水素及び水素ベースの燃料、
バイオエネルギー

再生可能エネルギーの拡大に伴うध給調
整機能や電化が難しい分野（上述のIE"報
告書では2050年に最ऴエネルギーফ費に
める電力の割合（電化）は５割程度まで

上がる（2020年の電化は２割）と分ੳし
ているが、高温を必要とする産業や大型
トラック、ધ、ඈ行機等の༌送などの分野
で電化が難しいと見込まれている）での脱
炭素化に向けて、水素や水素ベースの೩料

（アンモニア等）、バイオエネルギー（バイ
オ合成೩料等）の開発・実証・社会実装を
進めていく必要がある。

環境省では、『脱炭素社会構築に向けた
再エネ等由来水素活用推進事業』を実施し、
再エネ等由来水素を活用した自立・分ࢄ型
エネルギーシステムの構築実証事業や、水
素内೩機関活用による重量車等脱炭素化実
証、水素社会実現に向け೩料電池バス等の
導入支援を行っている（ਤ û）。

3.5　CCUS

化石೩料由来でないプラスチック等の原
料やۭߤ೩料などの೩料を製造していくた
めの技術としてのCCU（CarCon CaQtVre 
and Utili[ationɿ二ࢎ化炭素回収・有効利用）
や化石೩料やバイオマスを活用した際に発

図 û 　様ʑͳਫૉثػ༺׆
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生 す るCO2 のCCS（CarCon CaQtVre and 
StoraHeɿ二ࢎ化炭素回収・貯留）がカーボ
ンニュートラルを目指す上では必要となる。

環境省では、経済産業省とも連ܞし、
『CCUSૣ期社会実装のための環境調の
確保及び脱炭素・循環型社会モデル構築事
業』を実施し、廃棄物からメタン、エタノー
ルなどを生成する取組み、バイオマス発電
由来のCO2を貯留する#ECCSの実証に向け
た取組みなどを行っている（ਤ ü）。

3.6　CN×CE

循環型社会形成推進基本計画では、資源
を大きく４つ（化石系、金ଐ系、ඇ金ଐ߭
物系、バイオマス系）に分類している。カー
ボンニュートラル（CN）を目指すという
ことは、地Լにある化石系資源である化石
೩料を採掘、利用する量を減らす（利用す
る場合はCCSなどの対策を行う）必要があ
るが、化石೩料を使わない製品・システム
等の生産量を増やしていこうとすると金ଐ
系資源やバイオマス系資源の資源制約に直

面することが見込まれる。
このため、%X（デジタルトランスフォーメー

ション）を最大限有効に活用しながら、サー
キュラーエコノϛー（CE）により、طに地上
にある化石系（プラスチック等）、金ଐ系（金
ۜಔ、ന金、レアメタル等）、ඇ金ଐ߭
物系（コンクリート等）を循環利用し、バイ
オマス系の資源制約をิするCO2の原材
料利用（前述のCCU等）を組み合わせてい
く必要がある。CNのためには、CEと%Xの
活用が必ਢであり、CNʷCEはGX（グリー
ントランスフォーメーション）ともݴえること
から、GX（CNʷCE）と%Xを車の྆ྠとし
て対策を進めていくことが必要となる。

環境省では、『脱炭素社会を支えるプラ
スチック等資源循環システム構築実証事
業』『脱炭素型金ଐリサイクルシステムの
ૣ期社会実装化に向けた実証事業』『脱炭
素社会構築のための資源循環高度化設備導
入促進事業』などの実証や社会実装のため
の取組みを推進している。また、『地域資
源循環を通じた脱炭素化に向けた革新的৮

図 ü 　環境省࢈ࡁܦ業省に͓͚る$$64実ূڌ
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ഔ技術の開発・実証事業』を令４年度か
ら実施し、地域資源（廃プラスチック、ະ
利用の農業系バイオマス等）の活用・循環
を可能とし、大幅なCO2削減やCEを実現
する革新的でൺֱ的安価な৮ഔ技術等に係
る技術開発・実証を行うこととしている。

3.7　統合的アプローチ

上述の省エネ、電化、再エネ、水素及び
水素ベースの೩料、バイオエネルギー、
CCUS、CNʷCEは、ಠ立した取組みでは
なく、地域の実情を౿まえつつ、組み合わ
せて対策を実施していくことで相効果を
発شさせることが可能となる。

環境省では、『地域共創・ηクター横断型
カーボンニュートラル技術開発・実証事業』
により、公募型の横断的な技術開発・実証
に取り組むとともに、ここまでに記載した
実証や国内外の成果・知見も活用しつつ、『地
域脱炭素移行・再エネ推進交付金』（再ܝ）
などを有効に活用し、脱炭素先行地域を構
築、横展開していくこととしている。

４ɽ શମのૉԽに͚ͨ
ٕज़։ൃ࣮ূのऔΈ

政府全体における脱炭素化に向けた技術
開発実証等の取組みとしては、『パリ協定
に基づく成長戦略としての長期戦略』及び

『౷合イノベーション戦略 2019』に基づき、
զが国が強みを有するエネルギー・環境分
野において革新的なイノベーションを創出
し、社会実装可能なコストを実現、これを
ੈ界に広めていくために、『革新的環境イ
ノベーション戦略』（2020年１月21 日౷合
イノベーション戦略推進会議決定）が策定
されている。

また、経済産業省等の関係省ிにおいて
『2050 年カーボンニュートラルに伴うグ
リーン成長戦略』（2020年12月策定、2021
年６月18日改定）し、革新的な技術開発に

対する継続的な支援を行う２兆円のグリー
ンイノベーション基金を創設するととも
に、『౷合イノベーション戦略 2021』（2021
年６月18日閣議決定）をとりまとめている。

2022年１月18日には、岸田総理が総理大
臣官ఛで『クリーンエネルギー戦略に関す
る有識者࠙談会』を開催し、以Լのとおり、
総理指示が行われている。この総理指示に
基づき、今後、関係省ிによるクリーンエ
ネルギー戦略のとりまとめと新しい資本主
義実現会議への報告が予定されている。

ʻΫリーンΤωϧΪーઓུにؔする༗ࣝ者
࠙ஊ会に͓͚るా؛૯理ൃݴ（ൈਮ）ʼ

「ഡ生田経済産業大臣取りまとめのԼ
で、山口環境大臣と共に、送配電インフラ、
蓄電池、再エネ始め水素・アンモニアなど
ඇ炭素電源、安定、྿かつクリーンなエ
ネルギー供給の在り方、ध要ଆの産業構造
స換や労働力の円な移動、地域における
脱炭素化、ライフスタイルのస換、資金調
達の在り方、カーボンプライシング、多く
の論点に方向性を見いだしてください。特
に、地域社会が主体的に進める脱炭素の取
組みの後ԡしや、国民一人ひとりの理解促
進、らしの変革については、山口環境大
臣に具体策の検討をおئいします。その上
で྆大臣から、検討の݁果を山際大臣が担
する新しい資本主義実現会議へ報告して
ください」

５ɽおわりに

気候変動問に対応し、զが国の経済社
会を炭素中立型にしていくというྺ࢙的な
変革を実現するためには、産官学金等のす
べてのステークϗルダーが一体となった検
討と実行が必要不可ܽとなります。関係の
օさまのご理解、ご協力、ごਚ力をٓしく
おئいいたします。




